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１．案件名

和：ポワント・ノワール市水産物バリューチェーン改善プロジェクト

仏：Projet d’étude pour l’Amélioration de la Chaîne de Valeurs des Produits halieutiques à Pointe-Noire
２．協力概要

（1）事業の目的

本プロジェクトでは、コンゴ共和国水産セクターの発展を支援する観点から、ポワント・

ノワール市における水産分野の現状をレビューし、課題の把握を行い、併せて今後の動向を

予測したうえで、流通等の漁業関連活動にかかる効率性の向上、労働・衛生環境の改善、消

費者への安全な食料の安定供給に資する水産物バリューチェーンを改善するための計画（改

善計画）を策定することを目的とする。

（2）調査期間

2012 年 9 月～ 2016 年 2 月を予定（計 42 カ月）

（3）総調査費用

約 4 億 6,000 万円

（4）協力相手先機関

漁業養殖省　海洋漁業総局（プロジェクト・ダイレクター：本プロジェクトでの活動は海

洋漁業に属することから、運営にあたっての実質的な管轄は上記局が行う。）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

対象分野：水産

対象地域：ポワント・ノワール市（ポワント・ノワール県）

裨益対象： ポワント・ノワール市の零細漁業者約 2,000 人、加工業者約 500 人、流通業者

約 100 人

３．協力の必要性・位置づけ

（1）現状及び問題点

コンゴ共和国は、1 人当たり国民総所得（GNI）が 2,150 米ドル（2010 年、世銀）とアフ

リカ諸国の平均より高いものの、石油セクターが GDP の 65％、財政収入の 85％、輸出の

90％（2006 年）を占めており、産業の多角化が重要な課題となっている。一方、1997 年から

2003 年まで続いた内戦の影響及び政情不安が国家の経済発展の不確定要因となっている。

コンゴ共和国では、2003 年に作成された農業政策振興戦略（Les Strategles du Development  
Agrlcole 2004-2013）において、国家開発計画の優先課題として、食料安全保障と農業・林業・

水産業及びその関連産業の振興を掲げている。また、2011 年には漁業・養殖分野における持

続可能な開発に向け、国連食糧農業機関（FAO）の支援を受け、コンゴ共和国政府により漁業・

養殖開発戦略（2011-2020）が作成されている。

海面漁業は、全国 12 県のうちで海岸線を有するクイルー県及びポワント・ノワール県で行

われている。ポワント・ノワール県は、同国における海面漁業生産量の 6 割近く（2008 年）

が水揚げされ、また漁業従事者の約 85％が同地区で従事しており、重要な国内水産物生産拠

点となっている。しかしながら、水揚げから加工、販売に至るまでの水産物バリューチェー

ンが脆弱であり、また行政による管理システムが欠如していることから、漁業活動及び流通
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が非効率的な状態のまま運営されている。その結果、漁業活動の制限等により漁業関係者の

所得向上、消費者への安定供給が阻害されており、また、劣悪な衛生環境及び労働環境等が

問題になっているため、健全な水産物バリューチェーンの構築が必要である。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

コンゴ共和国の水産分野における開発計画は、農業政策振興戦略の 1 部門として位置づけ

られている。水産業及び関連産業の発展は、食料安全保障及び貧困対策の視点から、国とし

て最優先で取り組まなければならない課題の１つと認識されている。

コンゴ共和国の開発戦略である貧困削減戦略文書（Document de Stratégie de Réduction de la 
Pauvreté ：DSRP 2008-2010）に次いで、雇用の増加と貧困削減のための戦略文書（Document 
de Stratégie de Croissance des Emplois et de Réduction de la Pauvreté：DSCERP 2012-2016）の策定

が進んでいる。その内容については関係者間で既に承認されており、現在閣議決定を待って

いる段階にあるが、基本的な開発戦略は DSRP と同様で、水産分野を含む 7 つの開発分野を

優先開発分野と位置づけている。DSRP と異なる点として、DSCERP では長期的な雇用を創

出するための開発が重要視されていることが挙げられるが、この観点からも水産分野は農業

分野とともに注目されている。

また、2011 年には FAO の支援を受け、漁業・養殖分野における持続可能な管理・開発に

向け、コンゴ共和国政府により漁業・養殖開発戦略（Stratégie de Développement Durable de la 
Pêche et l’Acuaculture, 2011-2020）が策定されている。同戦略では、漁民及び関係者の組織化

等が重要視されている。内容については既に関係者間での承認を受けており、閣議決定を待っ

ている段階にある。本プロジェクトにおいて想定されるパイロットプロジェクトは、同開発

戦略のなかで重視されている項目と整合性をもつものであり、本プロジェクトの実施は、同

開発戦略に資するものである。

（3）他国機関の関連事業との整合性

FAO がコンゴ共和国政府による漁業・養殖開発戦略（2011-2020）の策定にかかる、技術協

力を行っている。その他水産分野におけるドナーの支援としては、主に、世界銀行、国際農

業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）、中部アフリカ経済通貨共

同体（Communauté Economique et Monétaire de l’Afrique Centrale：CEMAC）の活動が挙げられ

る。

世界銀行は、農村開発・地方道路改修プロジェクト（Projet de Développement Agricole et 
Réhabilitation de Piste rurale：PDARP2008-2012）を地方の貧困削減を主目的として実施してお

り、プロジェクト対象地における交通と流通が改善され、地方都市における雇用と収入の増

加が確認されている。零細企業への支援も実施しており、養殖業は支援対象分野の 1 つとさ

れている。地方道路改修による交通と流通の改善は、間接的に本プロジェクトにおける目的

の 1 つである流通の改善に資するものと考えられる。また零細企業への支援における知見は、

本プロジェクトにおける零細漁業者への支援においても活用できる可能性がある。

UNDP 及び IFAD も、地方道路の整備を実施している。IFAD は、現在実施中の農村開発プ

ロジェクト（Projet de Développement Rural：PRODER）（実施中の道路整備を含む）に次いで、

農業セクター開発支援プログラム（Programme d’Appui au Développement des Filières agricole：
PADEF 2012 年 6 月-2017 年 6 月）を策定している。これにおいて、農業、内水面漁業を対象

としたバリューチェーンの構築が目的として掲げられている。
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その他、CEMAC の援助により、家畜、食肉、水産資源の経済共同体（Commission 
Economique du Bétail de la Viande et des Resources Halieutiques：CEBEVIRHA）が内水面漁業及

び養殖業促進プロジェクト（PPCA-CEMAC 2012-2014）を実施している。

本プロジェクトは、上記他国機関の関連事業と援助の方針において水産業セクターの開発

促進を目的としている点で整合性があり、かつ対象分野は重複していない。本プロジェクト

はこれらの関連事業と相互補完性をもちつつ相乗効果を出せるよう計画予定である。

（4）わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ

コンゴ共和国に対する JICA 国別事業実施計画は作成されていないが、わが国は内戦・政

情悪化のため中断されていたコンゴ共和国に対する経済協力を、1999 年末の停戦合意を受け

て 2000 年より再開し、研修員受入れ等の技術協力、国際機関経由の食糧援助、マラリア対策、

元民兵の社会復帰支援等を通じた協力を展開している。わが国の国別地域別政策においては、

水産分野における協力は産業の多角化支援の視点を有することから、援助の重点分野の１つ

として認識されている。

４．協力の枠組み

本プロジェクトは、水産物バリューチェーンを改善するための計画（改善計画）を策定するこ

とを目的とする。また、水産物バリューチェーン改善の方策を検討するため、パイロットプロジェ

クトを実施する。

（1）調査項目

1）　基礎情報収集調査

ポワント・ノワール市における各種データの収集及び現状分析

①　漁業活動調査

②　水産物加工調査

③　水産物流通調査

④　水産物消費市場調査

⑤　漁村社会環境調査

⑥　施工条件等調査

⑦　先方政府及び関連機関実施体制調査

⑧　他ドナーが計画・実施する関連事業調査

2）　パイロットプロジェクト実施計画案を含む改善計画ドラフト版（内容は下記 4）①参照）

の作成

①　 上記基礎情報収集調査及び分析結果に基づく、ポワント・ノワール市における水

産物バリューチェーンに関する優先課題等の抽出

②　パイロットプロジェクト実施計画案を含む改善計画ドラフト版の作成

3）　パイロットプロジェクトの実施

以下①～④のようなパイロットプロジェクトを想定

①　零細漁業施設及び機材の整備

漁獲物の鮮度保持や衛生環境の改善等に資する活動を技術移転するため、必要な

施設・機材等を整備するもの。



iv

②　零細漁業施設運営

零細漁業施設が正常に運営されるため、運営委員会の立ち上げや利用規則作成、

メンテナンス計画策定等の技術指導を行うもの。

③　水産物加工方法の改善

女性の労働条件の改善や加工量を向上させるため、改良燻製釜の試験的指導や運

用指導を行うもの。

④　水揚げ浜の管理計画

効率的な水揚げ作業を実施促進するため、住民組織とともに浜のゾーニング計画

の策定や清掃活動を行うもの。

4）　パイロットプロジェクトの成果等を反映させた、改善計画及びアクションプランの作成

コンゴ共和国政府が中心となり中・長期的に実施する水産物バリューチェーンの構築の

方向性を示す改善計画、及びこの先数年間事業を実施していくにあたってのアクションプ

ランの策定。主な内容は以下のとおり。

①　改善計画

・バリューチェーンの各構成要素（漁獲、水揚げ、加工、流通、販売、消費）に

おける問題分析

・改善計画の目的及び実施戦略

・アクションプラン（活動内容、概算事業費等）

・実施体制（行政機関、住民組織等）

・実施スケジュール

・パイロットプロジェクトの成果、教訓

・相手国政府への提言

②　アクションプラン

・漁獲：漁獲物の適切な取り扱い促進に係る a）支援政策の策定、b）適正機材導

入支援、c）啓蒙普及、d）技術指導プログラム等

・水揚げ：零細漁業施設を拠点とする水揚げ浜の適切な管理・運用プログラム及

び水揚げ時の衛生・品質管理に配慮した漁獲物の適切な取り扱い促進プログラ

ム

・加工：改良燻製釜の普及など水産加工改善プログラム

・流通・販売：水揚げ地から各市場への流通改善、市場における衛生・品質管理

プログラム等

・消費：水産物の消費動向把握プログラム等

（2）アウトプット（成果）

パイロットプロジェクトの成果等を反映させた、改善計画及びアクションプランが作成さ
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れる。

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

1）　コンサルタント（分野 / 人数）

（総括、バリューチェーン分析、漁村振興 / 組織化、施設・機材計画 / 設計、入札・契約補助、

測量・地盤調査、環境社会配慮、事業計画、業務調整 / 参加型開発）　合計約 88 人 / 月
2）　その他

機材供与、研修員受入れ

５．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

・策定した改善計画がコンゴ共和国政府により政府機関及び他ドナー等へ周知される。

・ポワント・ノワール市において、策定した改善計画に基づき水産物バリューチェーンの

改善に資する事業が実施される。

（2）活用による達成目標

本プロジェクトで策定した改善計画の活用等を通じて、水産物バリューチェーンにかか

わる流通等漁業関連活動の効率性、労働環境、衛生環境の改善に資する活動が行われる。

６．外部要因

本プロジェクト成果の達成を妨げうる、外部リスク要因として以下が挙げられる。

（1）協力相手国内の事情

1）　政策的要因：開発政策の変更により、提案事業の優先度が低下する。

2）　行政的要因： 先方政府及び関係機関の組織・人員体制が急激に変化し、事業予算が減少

する。

3）　社会的要因：コンゴ共和国における治安が急速に悪化する。

4）　自然的要因：天候不順が継続する。

自然災害が発生する。

（2）関連プロジェクトの遅れ

1）　コンゴ共和国政府による、ソンゴロ浜へのアクセス道路整備計画が中断される。

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

＜ジェンダー＞

ソンゴロ浜で水産物の加工を担っているのは主に女性である。そのなかで、子どもをもつ女性は、

現金収入源の確保と育児や家事等との両立が必要となる。そのため、パイロットプロジェクトに

て水産物加工場の整備が実施される場合は、女性が積極的にプロジェクトに参加できる環境づく

りを行う予定である。

＜環境社会配慮＞

（1）環境社会配慮カテゴリ分類：Ｂ

（2）カテゴリ分類の根拠

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲げる影響を

及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない

影響は重大でないと判断されるため。

（3）環境許認可

本事業において確認
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（4）汚染対策

パイロットプロジェクトにて燻製釜の試験導入を実施する可能性がある。燻製加工の過程

で発生する煙による、周辺の住民からの苦情軽減、ばい煙による呼吸器疾患等の健康被害の

リスク低減を目的に、パイロットプロジェクト実施にあたっては、適正な燻製装置が紹介さ

れる予定。

（5）自然環境面

事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当しない。パイロッ

トプロジェクトの実施予定地であるソンゴロ川の河口部は、小規模ではあるがマングローブ

林が存在し（MAZERA 公園）、樹上にはサギ類のコロニー（集団生息地）がみられる。同マ

ングローブ林は、NGO によって管理されている。本事業で行うパイロットプロジェクトの設

計時に、同マングローブ林を保全地域として、負の影響が生じないよう配慮が行われる見込み。

（6）社会環境面

本事業において確認

（7）その他・モニタリング

本事業において確認

８．過去の類似案件からの教訓の活用

わが国の協力案件のうち、セネガル共和国「サンルイ零細漁村女性と子どもの地位向上計画プ

ロジェクト」（2008 年～ 2011 年）、セネガル共和国「煮沸釜用固形燃料製作」（2004 年～ 2005 年）、

ガボン国「零細漁業・内水面養殖総合開発計画調査」（2007 年～ 2009 年）において、女性の労働

負荷の軽減等、本プロジェクトにおいて参考となりうる活動を実施しており、その実施方法や実

施により得られた成果及び提言を、本プロジェクトにおいて活用予定。例えば、「サンルイ零細漁

村女性と子どもの地位向上計画プロジェクト」にて加工女性の労働環境の改善や加工場の整備が

実施され、作業場等のスペースの区画法等について教訓や留意点が抽出された。これら教訓は本

プロジェクトにおけるパイロットプロジェクト（水揚げ浜の管理計画）に活用可能である。

９．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

1）　活用の進捗度

・改善計画の周知状況

・策定した改善計画に基づきコンゴ共和国が実施した事業の数、継続状況

2）　活用による達成目標の指標

・改善計画を認識している行政関係者・ドナー機関の数、認知状況等

・流通等漁業関連活動の効率性、労働環境、衛生環境の改善（水揚げ、荷捌き、加工、流

通に係る作業効率、適切に区画された作業場等の整備、鮮魚の衛生状況等の改善）

（2）上記 1）及び 2）を評価する方法及び時期

・調査終了３年後に、事後評価を実施予定




